
策定年次・計画期間

策定年次：令和３年度

計画期間：基本構想 令和３～12年度（計画期間10年）

前期基本計画 令和３～7年度

第5次小金井市基本構想・前期基本計画 第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略

1

【上位・関連計画の位置づけ】

基本構想では市の将来像を示すとともに、将来像の実現に向けたまちづくりに取り組む基本的な３つの姿勢（市
民生活の優先・参加と協働・持続可能なまち）、６つの政策を整理し取組方針を示している。
基本計画では ６つの政策に基づき29の施策を体系化し、施策ごとの進捗管理による成果課題を見える化し、有
効な行政評価による質の高い市政運営の実現を目指すとしている。

公共施設の在り方・再編方針に係る主な方針・施策等

●環境と都市基盤 施策５：住環境の整備 ３住宅施策の促進

➢ 住宅確保に配慮を要する市民に対する住宅確保施策、空家等の利活用を検討

●子どもと教育

施策12：子どもの育ちの支援 １子どもの居場所の提供

➢ 放課後子ども教室の開催回数の充実、児童館のあり方を含めた検討などを行いながら進め、多様な居場所を提供

➢ 特に中高生に対しては、世代特有のニーズを捉えた居場所づくりについて検討

施策13：子育て家庭の支援 １保育サービスの拡充

➢ 複雑化・多様化する保育ニーズに対応するため、保育園などにおいて様々な視点から保育サービスの拡充を進める

➢ 学童保育所の運営・整備に当たっては、児童の安全性、保育の質に留意しつつ、緊急対応の必要なところからの優

先的に保育環境の整備

施策15：学校教育の充実 ３子ども一人ひとりの困り事への対応

➢ （仮称）教育支援センターの設置

施策16：学校環境の整備

１学校環境の快適性、安全・安心の確保

➢ 学校施設の長寿命化計画（個別施設計画）に基づく老朽化対策、トイレや冷暖房などの設備や給食調理設備の改善

４児童・生徒数の推移への対応

➢ 普通教室の整備のほか、児童・生徒数の推移に対して様々な方策で対応

➢ 学区域見直しについての議論を深め、地域との関わりについて、合意形成を図った上で見直しを目指す

●文化と生涯学習

施策19：人権・平和・男女共同参画の尊重 ２男女共同参画の推進

➢ 市の施設の有効活用を含め（仮称）男女平等推進センターの整備の検討

施策20：生涯学習の振興 1全市的な生涯学習活動の推進

➢ 生涯学習活動の拠点の整備

施策21：スポーツの振興 1スポーツ環境の整備・充実

➢ 施設の計画的な整備と学校体育施設、民間や大学などが有する施設の市民への開放協議

●福祉と健康

施策2５：障がい者福祉の充実 ３障がいのある人が安心して暮らしていくための仕組みづくり

➢ 障がいのある人やその介護者の高齢化や重度化そして「親亡き後」を見据えた地域生活支援拠点などの整備

●行政運営

施策27：市民参加・協働の推進 2 協働の場づくり、人づくり

➢ 協働の拠点となる（仮称）市民協働支援センターの開設

施策29：計画的な行財政運営

2 庁舎等複合施設の建設

3 公共施設マネジメントの推進

➢ 集約化・複合化も含めたあり方を検討する公共施設マネジメントの推進

小金井市の将来像と政策体系

公共施設を取り巻く概況

小金井市の大方針（上位計画）
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「いかそうみどり増やそう笑顔つなごう人の輪小金井市」



地域別構想

＜東小金井地域＞

基本目標：新たな魅力が創出され、個性と活力があふれるまち

＜野川地域＞

基本目標：自然豊かでのんびりとしたやすらぎがあり、良好な住環境が維持・形成される居心地の良いまち

公共施設を取り巻く概況
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小金井市都市計画マスタープラン

20年後の将来に向かって、新たなまちづくりのテーマ「つながる『人・みどり・まち』～暮らしたい 暮らし続けたい 優しさ
あふれる 小金井～」を掲げ、５つの基本目標を設定し、実現のためにまちづくりの基本的な考え方と将来都市構造
を示している。地域別構想では、３地域に区分し各地域ごとに基本目標、目指す将来像及び方針を示している。

策定年次・計画期間

策定年次：令和４年度

目標年次：おおむね20年後の2040年代

まちづくりのテーマと基本目標

＜まちづくりのテーマ＞

つながる「人・みどり・まち」～暮らしたい暮らし続けたい優しさあふれる小金井～

＜基本目標＞

１、快適で利便性の高い、暮らしやすさを実感できるまち

２、人・モノの円滑な移動を支えるまち

３、次世代に誇れる自然と都市が調和したまち

４、誰もが安全で安心して暮らすことができるまち

５、一人ひとりの多様な暮らし方・働き方を支えるまち

分野別方針（土地利用の方針）における公共施設の在り方・再編方針に係る方針・施策等

●基本目標１ 土地利用の方針 （２）土地利用の誘導⑤その他の土地利用

➢ 公共施設などの土地利用：周辺環境の調和及び市民の利便性に配慮して、施設の更新への対応を計画的

に推進するとともに、多機能化、複合化及び転用に対応できるよう、必要に応じて適切な土地利用を検

討

地域別構想

＜武蔵小金井地域＞

基本目標：多様な都市環境をいかした、にぎわいと交流の輪が広がるまち
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公共施設を取り巻く概況
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図：バス停留所から300ｍ圏域内の公共施設の分布状況

【出典】以下資料より作成
施設分布：市内公共施設一覧
鉄道駅、バス停留所：国土数値情報

公共施設とバス停留所との関係 大半の公共施設がバス停留所から300ｍ圏内に分布している。

図：公共施設の分布

駅から400ｍ
（徒歩約５分）

駅から800ｍ
（徒歩約10分）

駅から1200ｍ
（徒歩約15分）

駅から400ｍ
（徒歩約５分）

駅から800ｍ
（徒歩約10分）

駅勢圏から見た公共施設の分布

【出典】以下資料より作成
施設分布：市内公共施設一覧
鉄道駅：国土数値情報
隣接市の公共施設：国土数値情報

駅から400ｍ
（徒歩約５分）

駅から800ｍ
（徒歩約10分）

駅から1200ｍ
（徒歩約15分）

近隣自治体との公共サービスの連携

●小金井市立図書館
府中市、武蔵野市、三鷹市、西東京市の図書館と、利用者が相互利用できる協定を結んでいる。

再開発の動向

【武蔵小金井駅北口のまちづくり】
• 再開発準備組合が設立されて市街地再開発事業が検討されている。現在検討が
進んでいる再開発事業は、ムサコ通りを挟んで南北の敷地で住商一体型の複合施
設の整備・誘導が計画されている。 2026年度着工予定。

駅から400ｍ
（徒歩約５分）

駅から800ｍ
（徒歩約10分）

駅から1200ｍ
（徒歩約15分）
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公共施設を取り巻く概況
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東小金井駅北口まちづくり事業用地について 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用について

資料2

東小金井駅北口まちづくり事業用地における最適な公共施設の整備及び公共資産の活用を図るため、公共施設の
機能及び規模並びに事業手法等について検討し、今後の基本的な進め方を明確にすることを目的として、平成25年
3月に「東小金井駅北口まちづくり事業用地整備活用計画」を策定した。
その後、平成30年4月に「東小金井駅北口まちづくり事業用地整備活用計画の推進に向けて（中期計画方針）」
を公表し、この中で土地区画整理事業に伴って土地の形状に変化が生じたことや、市財政の状況に鑑み、活用計画
策定時点から位置や形状に変化が生じていないⅠ期分の土地に限ることとし、活用計画にて示されている「やさしさと生
きがいの拠点」として「賑わい」、「交流」、「生涯学習」、「健康・福祉」の４つの機能の整備のため、庁内横断的な組織
体制の整備、市民参加の在り方の検討、民間活力の活用などの方針が示されている。

対象地

①本庁舎跡地

②本町暫定庁舎敷地

③保健センター敷地

④貫井北町文書倉庫敷地

庁舎等複合施設の整備に伴い、今後の庁舎等移転に伴う跡地等の有効な活用方法を検討し、その方向性
を定めるため、令和4年度に庁内の意向調査、民間事業者の意向調査を行い、「庁舎等複合施設建設に伴う
跡地等活用庁内方針」を策定した。

⑴．本庁舎跡地

活用方針 本庁舎跡地については、財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者により跡地に求
められる望ましい機能を整備することを目指します。

土地所有

本庁舎跡地については、「財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者により求められ
る望ましい機能を整備することを目指す。」とした方針を踏まえ、土地所有形態は貸付とし、借地期間終
了後に土地が本市に返還される定期借地方式とします。

⑵．本町暫定庁舎敷地

活用方針 本町暫定庁舎跡地については、財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者により
跡地に求められる望ましい機能を整備することを目指します。

土地所有 本町暫定庁舎敷地は、武蔵小金井駅に近い立地にある貴重な公有地であるが、他の跡地等の活用、今
後の公共施設の老朽化対策における財政への寄与の観点から売却することとします。

⑶．保健センター敷地

活用方針 保健センター敷地については、引き続き市の公共施設として、跡地に求められる望ましい機能を整備するこ
とを目指します。

土地所有

保健センター敷地については、現在の保健センターの建物の活用が可能なこと、東京都との合築されてい
る建物であることから、跡地に求められる望ましい機能及び行政課題の解決のために公共施設として市が保
有します。ただし、公共機能として活用してもなお、余剰がある場合については、一部を民間事業者に貸し付
けることとします。

⑷．貫井北町文書倉庫敷地

活用方針
貫井北町文書倉庫敷地については、財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者によ
り跡地に求められる望ましい機能を整備するとともに、必要な公共機能を整備することを目指します。

土地所有

貫井北町文書倉庫敷地については、「財政効果を踏まえた公有地の有効活用を図るため、民間事業者
により敷地に求められる望ましい機能の整備を目指すとともに、必要な公共機能を整備することを目指す。」
とした方針を踏まえ、土地所有形態は貸付とし、借地期間終了後に土地が本市に返還される定期借地権
方式とします。

①②
③

④

東小金井の居間（リビング）
幅広い人たちが立ち寄り、思い思いに過ごせ、様々な交流の輪が広がっていく場

８つの機能

①会議・相談（小会議室等）

②集会・イベント機能（ホール等）

③学習・図書機能（学習・図書コーナー）
④福祉（子育て支援を含む。）・医療機能（健診・談話等）

⑤交流機能（たまり場・居場所・広場）
⑥情報機能（閲覧・検索コーナー）
⑦事務機能（事務室等）
⑧保管・備蓄機能（ロッカー・倉庫等）

【計画のコンセプト】

【導入機能】

【ゾーニングイメージ（活用計画策定時のもの）】

【跡地活用方針】



公共施設の現況と課題

防災拠点マップ

5

図：小金井市防災拠点マップ

公共施設の防災上の位置づけ

【出典】小金井市防災マップ

資料2



公共施設を取り巻く概況
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公共施設の防災上の位置づけ

指定避難所 災害時の活動拠点福祉避難所

【出典】小金井市地域防災計画

【出典】小金井市地域防災計画

【出典】小金井市地域防災計画

• 災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性がなくなるまで必要な期
間滞在させ、または災害により家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させ
ることを目的とした施設で、災害対策基本法に基づき、市町村が指定する。

• 災害時に高齢者や障がい者など、一般の避難所では特別な配慮が必要な
方々を対象に開設される避難所で、災害対策基本法に基づき、市町村が指
定する。

• 地震などの大規模な災害が発生した場合に、救援や救護などの災害
応急活動の拠点となる施設や場所として、位置付けたもの。

資料2



公共施設を取り巻く概況
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【小学校・中学校別児童数の変化】
• 学校別にみると、今後も増加傾向が続き、
当面は教室確保を優先的に取り組む必要
がある学校もある一方で、すでに横ばいから
減少傾向に変化している学校もあるなど、
学校ごとに状況が異なっている。

• 大きな傾向として中央線沿線に近い小学
校は児童数が増加し、大規模校化がより
進行する予測となっている。

児童生徒数及び学級数の変化高齢者・障害福祉を取り巻く現状

【児童生徒数の推移】
• 市全体の児童生徒数は、1978年に11,366人をピークに減少傾向で推移していたが、2016年以降増
加傾向で推移し、2020年時点で7,733人、ピーク時の 68％となっている。今後は増加予測となってい
るが、2028年に9,504人をピークに減少に転じ、2050年には7,321人、現在から 6％微減予測となっ
ている。

図：児童生徒数の推移及び将来予測

図：中学校別児童数の変化

図：小学校別児童数の変化

【出典】第3期小金井市保健福祉総合計画（令和6年3月）
第9期小金井市介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画

【出典】小金井市学校施設長寿命化計画
（令和3年3月）

【高齢者人口】
• 2021年までは前期高齢者、後期高齢者どちらも増加
傾向にあるが、近年は後期高齢者は増加傾向にあるも
のの、前期高齢者は減少傾向にある。

【高齢者のみ世帯】
• ひとり暮らし高齢者及び高齢者夫婦のみ世帯ともに増加傾
向にある。

【要介護・要支援認定者】
• 要介護・要支援認定者数は増加傾向にあり、今後も
増加すると見込まれている。要介護度別でみると、要支
援1・２、要介護1の軽度者が多くを占めている。2023
年時点の数値は前計画での推計結果以上となっている。

【認知症高齢者】
• 2023年時点で、認知症高齢者の日常生活自立度が
Ⅰ～Mの人数は、3,842人となっている。

• 東京都の報告書を参考にした推計によると2040年には、
認定高齢者は6,026人になる見込みである。

【障がいのある方】
• 身体障がい者（児）の数は横ばい傾向。知的障がい
者（児）、精神障がい者は増加傾向にある。

図：ひとり暮らし高齢者及び高齢者夫婦のみ世帯数の推移図：前期高齢者及び後期高齢者数の推移

図：各種障害者手帳の所持者数の推移

図：要介護・要支援認定者数の推移

表：認知証高齢者の日常生活自立度

資料2

【参考】判定基準  

レベル 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭
内及び社会的にほぼ自立している。 

  

Ⅱ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意
思疎通の困難さが多少見られても、誰かが注
意していれば自立できる。 

  

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 
たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金銭
管理などそれまでできたことにミスが目立つ等 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 
服薬管理ができない、電話の対応や訪問者
との対応など一人で留守番ができない等 

Ⅲ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが見られ、介護を必要とす
る。 

  

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできな
い、時間がかかる。やたらに物を口に入れる、
物を拾い集める、徘徊、失禁、大声、奇声を
あげる、火の不始末、不潔行為、性的異常
行動等 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢa に同じ 

Ⅳ 
日常生活に支障を来すような症状・行動や意
思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を
必要とする。 

ランクⅢに同じ 

M 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な
身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神
症状や精神症状に起因する問題行動が継
続する状態等 
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集約化・複合化

集約化 同一の用途や機能を有する施設を一つの施設にまとめること。

〇オガールプラザ（岩手県紫波町）

• 町所有の未利用地を活用し、様々な機能を複合した交流施設
（子育て支援センター、カフェ、眼科、紫波マルシェア（産直）、
学習塾、事務所等）

• 所有：公共施設は紫波町、民間施設はオガールプラザ㈱

オガールプラザ㈱は、公共施設部分の町への売却や町からの
出資だけでなく、民間金融機関の借り入れも受けて資金を調達。

⇒経営的な目線が取り入れられている

町民に開放される図書館や会議室を中心に、その周辺にカフェや飲食
店舗、マルシェなどの施設が配置され、相乗効果を生んでいる

【出典】国土交通省
「公民連携による公有地活用～オガールプロジェクトの取り組み～」

〇中心市街地中核施設Mallmall（まるまる）（宮崎県都城市）

• 中心市街地の百貨店跡地に、複合公共施設（図書館 · 未来創
造ステーション · 屋根付広場 · 交流センター · 保健センター ・子育
て支援施設）と余剰地に民間収益施設（ホテル等）を整備

• 所有：公共施設は都城市、民間施設はセンター・シティ（株）

複合公共施設内の運営、市直営と図書館指定管理者、その他施設
の指定管理者の3主体が役割分担して運営を行っている
図書館の指定管理者に内装・備品デザインを求め、

良質な提案をを生み出している
結果、中心市街地に年間200万人以上の利用者を呼び戻す

ことに成功した
【出典】都城まちづくり株式会社（指定管理者）

都城圏域のイベント・スポット情報サイト まちたんHP

複合化
２以上の異なる用途や機能を有する施設を一つの施設にまとめること。
「異なる用途や機能」には、民間施設が含まれるケース（官民複合化）もある。

小金井市公共施設等総合管理計画 基本的な考え方1 より
将来的に増加し続ける老朽化施設の更新を計画的に進めるためには、将来更新費用の縮減と平準化が不可欠
であり、公共施設等の最適化に係る方向性を定めて、集約化、複合化、用途変更及び長寿命化等の各種施策
を推進します。

集約化・複合化の参考事例

〇(仮称)第2中央生涯活動センター整備事業（埼玉県熊谷市）

• 周辺に点在している公民館や地域コミュニティ施設、勤労会館等の
貸館施設を集約化し、拠点として形成する事業。

• 令和9年度の供用開始を目指し、整備中。

既存施設の利用状況を詳細に分析した集約化プランを立て、
既存利用者の利用に支障を来すことなく、

集約化による合理化（最適化）を実施できたことで、
限られた財源を効率的に活用することができた。

【出典】熊谷市HP
（仮称）第2中央生涯活動センター整備基本構想・基本計画

○志木小学校（埼玉県志木市）

• 志木小学校と、近接する公民館・図書館の複合施設を整備。高
機能化・多機能化したことにより、小学校では学習環境の質が向
上し、公民館・図書館でも学校と連携したより効果的な活用が図
られるなど、相乗効果が生まれており、地域のコミュニティ活動の拠
点施設となっている。

特別教室は公民館棟にあり全て共用化されていることや、
図書館は小学校の授業・活動でも活用されている。

児童と公民館・図書館の利用者動線を明確に分離していないが、
利用者も含む地域全体で防犯対策する、という方針で

運営されている。

【出典】文部科学省
報告書「学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り
方について～学びの場を拠点とした地域の振興と再生を目指
して～」 第1章「学校施設の複合化に関する現状と課題」

〇子ども未来センター/立川まんがぱーく（東京都立川市）

• 市の旧庁舎の建物を他用途に転用（コンバージョン）し、公共施
設である子ども未来センターとしたが、余剰床について賑わいの創出
を目的とした民間事業者による自主提案事業を求めた結果、マン
ガをテーマとした交流施設の提案がなされている。

立川駅南口エリアの活気を呼び戻すことを事業目的とし
自由な発想で公共施設の活用を民間事業者に求めた結果、

まんがを核にした施設が提案された

⇒公共施設の有効活用と政策効果（賑わい創出）を実現

【出典】文部科学省
「文教施設における多様なPPP／PFI事業等の事例集」

「維持管理等のみを行う先導的なPPP/PFI事業編」

資料2

図（仮称）第２中央生涯活動センターの機能連携のイメージ
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学校と地域の連携

地域学校協働活動 本部事業

【出典】「令和5年度 小金井市事務報告書 生涯学習部」

本市では、コミュニティ・スクールをとおして、子ども・地域・学校、の皆さんが「笑顔いっぱいワクワクいっぱい」になれる、学校教育活動をめざして、地域とともにある学校に向けて取組を進めています。

地域学校協働活動との連携を図り、地域とともにある学校の実現を図っています。

学校名 活動内容

小金井第一小学校 消毒活動、夏休みの水まき、授業補助、行事補助

前原小学校 地域防犯活動

緑小学校 消毒活動、うさぎの世話、広報活動、授業補助、校外活動補助、行事補助

【令和３年度】

学校名 活動内容

小金井第一小学校 消毒活動、夏休みの水まき、授業補助、行事補助

小金井第三小学校 清掃活動、校外活動補助

小金井第四小学校 地域防災活動

東小学校 登下校見守り、授業補助、行事補助

前原小学校 登下校見守り、授業補助

緑小学校 消毒活動、うさぎの世話、広報活動、授業補助、行事補助

南小学校 校内の環境整備

南中学校 地域防災活動

【令和４年度】

学校名 活動内容

小金井第一小学校
学校公開日受付、給食配膳補助、不登校支援、給食試食会、茶話会、植栽の水やり、図書ボランティア、運動
会受付、研究授業全国大会案内、音楽会受付、教育支援ボランティア など

小金井第三小学校 入学式来場者誘導、イベントの実施 など

小金井第四小学校 ラジオ体操、地域防災訓練、運動会運営補助、校内清掃 など

東小学校
登下校見守り、休み時間見守り、交通安全教室補助、花壇の手入れ、スポーツテスト補助、校外学習引率・補
助、遠足引率補助、九九検定補助、昔遊び指導、総合学習講師依頼 など

前原小学校 登下校見守り、漢字検定補助 など

本町小学校 図書ボランティア、地域安全マップ作成、イベントの実施 など

緑小学校
うさぎの世話、給食配膳補助、登下校見守り、スポーツテスト補助、プール授業補助、家庭科授業補助、イベント
の実施、校外学習引率・補助、まちたんけん店舗協力依頼、防災授業補助 など

南小学校 登下校見守り、イベントの実施、キャリア教育講師手配 など

小金井第一中学校 標準服の検討 など

小金井第二中学校 漢字検定補助、英語検定補助、別室登校支援、調理実習補助、キャリア教育講師手配 など

東中学校 漢字検定補助、英語検定補助、書写指導者依頼 など

南中学校 地域防災活動

【令和５年度】

地域未来塾

学校名 教室名 参加児童数（人） 実施回数（回）

前原小学校 まえはら☆まなび～ 503 32

緑小学校

ほうかごスタディ・ルーム 319 15

Ｅｎｊｏｙ！フォニックス 17 7

ほうかご英語 81 13

【令和３年度】

学校名 教室名 参加児童数（人） 実施回数（回）

東小学校 わくわくスタディー 120 3

前原小学校 まえはら☆まなび～ 1,263 63

緑小学校

ほうかごスタディ・ルーム 916 34

Ｅｎｊｏｙ！フォニックス 66 22

ほうかご英語 168 31

南小学校 CoCoみなみ 51 5

【令和４年度】

【令和５年度】

学校名 教室名 参加児童・生徒数（人） 実施回数（回）

小金井第一小学校 一小未来塾 177 16

小金井第三小学校 てらこや 349 31

東小学校 わくわくスタディー 966 33

前原小学校 まえはら☆まなび～ 1,580 62

本町小学校 本町小地域未来塾 254 16

緑小学校

ほうかごスタディ・ルーム 1,772 44

Ｅｎｊｏｙ！フォニックス 233 20

ほうかご英語 431 35

南小学校 CoCoみなみ 584 74

小金井第二中学校 放課後スタディカフェ 181 36

東中学校 定期試験前自習室 146 14

地域学校協働活動：地域の高齢者、成人、学生、保護者、PTA、NPO、民間企業、団体・機関等の
幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とし
た地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動

地域未来塾：児童・生徒を対象に、地域住民等の協力に
より実施する学習支援

資料2
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公共施設の利用状況

小学校

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

資料2
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公共施設の利用状況

中学校

資料2

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

教育相談所

もくせい教室
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公共施設の利用状況

資料2

滄浪泉園

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

保育園

くりのみ保育園

わかたけ保育園

小金井保育園

さくら保育園

けやき保育園

【出典】「令和5年度 施設カルテ」

定員

定員

定員

定員

定員
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公共施設の利用状況

資料2

障害者福祉センター児童発達支援センター

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より
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公共施設の利用状況

資料2

集会施設（１）

障害者地域自立支援センター

障害者就労支援センター

福祉共同作業所

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

利用者年齢構成
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公共施設の利用状況

資料2

集会施設（２）

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より
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公共施設の利用状況

資料2

集会施設（３）

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より
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公共施設の利用状況

資料2

集会施設（４）

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より
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公共施設の利用状況

資料2

集会施設（５） 市民交流センター（宮地楽器ホール）

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より
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公共施設の利用状況

資料2

はけの森美術館

東小金井事業創造センター

総合体育館

上水公園運動施設等

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

【出典】「令和5年度 施設カルテ

環境配慮住宅型研修施設（環境楽学館）

【出典】「令和5年度 施設カルテ」

利用可能コマ数
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公共施設の利用状況

資料2

市テニスコート場

栗山公園健康運動センター

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

一中クラブハウス
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公共施設の利用状況

資料2

文化財センター

清里山荘

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

図書館
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公共施設の利用状況

資料2

公民館

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より
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公共施設の利用状況

資料2

児童館

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

学童保育所

子どもオンブズパーソン
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公共施設の利用状況

資料2

市営住宅 高齢者いこいの部屋

高齢者住宅

【出典】「令和5年度 施設カルテ」

北一会館

【出典】「令和5年度 施設カルテ」

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より

【出典】「令和5年度 施設カルテ」

コーポくりのみ

シルバーピアグリーン

ボヌールはけの道

コンフォール貫井

グリーンタウン小金井

【出典】「令和5年度 施設カルテ」

利用可能コマ数
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公共施設の利用状況

資料2

自転車駐車場

出典表記のないもの：令和5年度 小金井市事務報告書 より


